
⑥スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・
　　フローに含めるか否かなど）
　　割引金利間の相関や割引金利のリスクフリー・レートに対する追随
　　は考慮していません。
⑦内部モデルの使用など、ΔEVEとΔNIIに重大な影響を及ぼすその他の前
　　提内部モデルは、使用していません。
⑧前事業年度末の開示からの変動に関する説明
　　前期末から主に日本国債の保有が114億円減少したことにより、
　　ΔEVEの最大値は4,600百万円減少しました。
⑨計測値の解釈や重要性に関するその他の説明
　　当期の重要性テスト結果は、監督上の基準値である20％を上回って
　　います。ΔEVEの最大値16,838百万円のうち、5,314百万円は
　　日本国債によるものです。

（2）〈にっしん〉が、自己資本の充実度の評価、ストレステスト、リスク管理、収
　益管理、経営上の判断その他の目的で、開示告示に基づく定量的開示の
　対象となるΔEVE及びΔNII以外の金利リスクを計測している場合におけ
　る、当該金利リスクに関する事項
①金利ショックに関する説明
　　ΔEVE及びΔNII以外の金利リスクを計測する場合の金利ショックに
　　ついては、過去の事例や想定シナリオに基づく金利変動としています。
②金利リスク計測の前提及びその意味（特に、開示告示に基づく定量的開
　示の対象となるΔEVE及びΔNIIと大きく異なる点）
　　〈にっしん〉では、債券や預貸金の金利リスクを市場リスクの一つと
　　してVaR（保有期間1ヵ月、観測期間1年、信頼区間99%）GPS
　　分析で計測しており、市場リスクとして取り得るリスク量には上限
　　を設定しています。具体的には、有価証券投資などの市場取引や
　　預貸金といった商品ごとに計測した市場リスク量を、配賦された自
　　己資本の範囲内に収めることで健全性の確保に努めています。な
　　お、市場取引については、VaRに基づく市場リスク量の管理に加
　　え、損失限度及び金利リスク枠を設定し、これらを毎営業日計測し
　　ています。また、毎月のストレステストの実施にあたり、過去の事例
　　や想定シナリオに基づく金利変動による影響などを検証しています。

■ 金利リスクに関する事項
イ　リスク管理の方針及び手続きの概要
（1）リスク管理及び計測の対象とする金利リスクの考え方及び範囲
　に関する説明
　〈にっしん〉では、金利リスクについて市場リスクの一つとして管
理しています。金利リスクとは、「市場金利の変動により、金融資
産・負債の価値が変動し損失を被るリスクや、金融資産・負債から
生み出される収益が変動し損失を被るリスク」をいいます。また、
金利リスクのうち、銀行勘定の金利リスク（※）については、個別の
管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより管理に努め
ています。
※銀行勘定の金利リスクとは、市場リスクのうち、トレーディング
　取引などを除く全ての金利感応資産・負債、オフバランス取引に
　係る金利リスクをいいます。

（2）リスク管理及びリスク削減の方針に関する説明並びにリスクの計測頻度
　〈にっしん〉では、リスクごとに自己資本を配賦し、取り得るリスク量の許
容範囲を明確にしており、金利リスクは市場リスクの一つとして自己資本
が配賦されています。また、評価損益額、金利リスク枠などに限度を設定
しています。
　損失額や金利リスク量を毎営業日に計測して一定の範囲に抑えるよう
に管理を行っております。また、月末を基準日として銀行勘定の金利リス
クを含む市場リスクを計測し、毎月の市場リスク量全体の評価を行うとと
もに、市場リスク管理部会に報告しています。

（3）ヘッジなど金利リスクの削減手法（ヘッジ手段の会計上の取扱いを含む）
　に関する説明
　〈にっしん〉では、特定のリスクを軽減させる目的でヘッジなどは実施
しておらず、ヘッジ会計も行っていません。
ロ　金利リスクの算定方法の概要
（1）開示告示に基づく定量的開示の対象となるΔEVE（注1）及びΔNII
　（注2）並びに〈にっしん〉がこれらに追加して自ら開示を行う金利リスクに
　関する事項
（注1）銀行勘定の金利リスクのうち、金利ショックに対する経済的価値の
　減少額として計測されるものであって、開示告示に定められた金利
　ショックにより計算されるものをいいます。
（注2）銀行勘定の金利リスクのうち、金利ショックに対する算出基準日か
　ら12ヶ月を経過する日までの間の金利収益の減少額として計測される
　ものであって、開示告示に定められた金利ショックにより計算されるも
　のをいいます。
　①流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期
　　　流動性預金に割り当てられた金利改定の平均満期は1.25年です。
　②流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期
　　　流動性預金に割り当てられた最長の金利改定満期は2.5年です。
　③流動性預金への満期の割当て方法（コア預金モデルなど）及びその前提
　　　流動性預金への満期の割当て方法については、金融庁が定める保
　　　守的な前提を採用しています。
　④固定金利貸出の期限前償還や定期預金の期限前解約に関する前提
　　　固定金利貸出の期限前償還及び定期預金の期限前解約について
　　　は、金融庁が定める保守的な前提を採用しています。
　⑤複数の通貨の集計方法及びその前提
　　　〈にっしん〉では銀行勘定の金利リスクの算出にあたり、通貨別に算
　　　出した金利リスクの正値を合算しています。なお、金利リスクの合算
　　　において、通貨間の相関などは考慮していません。
　　　また、重要性の観点より、一部の通貨については金利改定満期に
　　　基づくキャッシュ・フローを他の通貨に集約して、金利リスクを算出
　　　しています。

（注）連結会社の有する金利リスクは僅少であり、重要性の観点から連結後
の銀行勘定の金利リスクは計測していません。
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■ 貸倒引当金、貸出金償却

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 貸出金償却

Ｐ24「一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中
の増減額」を参照ください。
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